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「掟というものは、だれでもいつなんどきで
も近づくことのできるものであるべきだ。」
 フランツ・カフカ『審判』
１．はじめに
　「手続き的最小限定義」（Schumpeter 1950）を
満たした民主制の下では情報公開はいかなる要因
によって実現されるのだろうか。本稿では情報公
開の実施の程度を測る尺度として法令情報へのイ
ンターネットアクセスを取り上げ、アジアアフリ
カの民主制諸国における法令情報へのアクセスの
現状を網羅的に調査した結果を報告し、アクセス
の容易さを従属変数とする探索的な統計分析を実
施することを論文の主旨とする。法令情報へのア
クセスが容易であることは情報公開の基本であ
り、法の支配の確立においても重要な意義を有す
ると考えられる。また現実の法実務においても法
令情報へのアクセスが容易でなければ、当地の法
曹および実務家、また外資の市場参入において多
大な支障が出ると考えられるため、法令情報への
アクセスの容易さは重要な意義を有すると考えら
れる。
　本稿では法令情報へのアクセスの容易さの程度
を三段階に分けた順序プロビット分析によって法
令情報へのアクセスの規定要因を明らかにする。
分析の結果、アフリカ諸国であることが有意な負
の効果をもたらし、英米法諸国であること、島嶼
国であること、政治体制、国土面積が有意な正の
効果をもたらすが、政治体制と国土面積の及ぼす
効果は無視できるほど小さいことが明らかとなっ
た。またアフリカであっても英米法諸国であれ
ば、所得水準が上がるにつれてアクセスが容易に
なることが明らかとなった。
問題の所在
　まず民主制の基本的な定義として、「人民によ
る支配」（demos kratia）という語源が示すよう
に、それは一義的には国王でも貴族でもなく「民
衆」（peuple） な い し「国 民」（nation） に「主
権」（sovereignty）が存在するとみなす政治体制
を意味する。つまり主権の正統な保持者は国民で
あるとする「国民主権」原理を一義的な正統性の
基礎とする政治体制である。国民主権原理の下で
は主権を有する全ての国民が直接的に国政に参加
する直接民主制と主権を有する国民が自らの利益
を代表する者を選び、選ばれた代表者（政治家）
が国政に参加する間接民主制の二つが理念的には
存在する。しかし現実的には国政においては憲法
改正などの一部の例外を除いて直接民主制が採ら
れることはなく、専ら多数決原理に基づく間接民
主制が普遍的に採用されてきた。間接民主制にお
いて代表者（議員）が結集して国政における意思
決定を行う場である議会が制度化され議会制度が
定着すると国民主権の反射としての「議会主権」
が国民主権に準ずる二義的な正統性を保持すると
みなされるようになった。またフランス革命以来
の伝統として「一般意思は誤ることがない」ゆえ
に「一般意思の表明」である「法律」（議会制定
法）を通じて自由と人権を保障すべく「立法府の
優位」（議会主権）という方式が構成されたとい
う歴史的経緯がある（樋口1996）。
　さらに民主主義を実現する上で議会制と並んで
重要な要因の一つに「法の支配」がある（Linz 
and Stephan 1996）。法の支配について、最小限
定義としてしばしば引用されるのは政治体制の法
情報公開の規定要因
　　アジアアフリカ諸国における法令情報へのアクセスをめぐって　　
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令遵守原則であるが（Fuller 1964; Raz 1975, 1979）、
最も厳密な意味では法が最上位の根本規範であ
り、主権者といえども法を破ることは許されない
という自然法の理念を意味する（Fukuyama 
2011: 121）。一方で、ハイエクによれば法の支配
とは裁判官による法発見と法創造を意味する（ハ
イエク2007）。他方で、近年ではさらに踏み込ん
だ形での法の支配の実体的な定義が要請されてお
り（O’Donnell 2005）、上述のような司法優位の
考え方に対しては法学界においてすら疑義が呈さ
れてもいる（cf. Rosenburg 2008; Dworkin 2006; 
Gearty 2006; Waldron 1999, 2012）。従って、法
の支配は司法による違憲審査制と行政機関による
法の執行によって保障されるが、それ以上に重要
な要因として「立法の裁量」が存在することが指
摘できる。立法の裁量とは議会による法的問題解
決の手段であり、社会の変化に適応した新しい法
律を制定すること、既存の問題のある法律を廃止
したり修正したりする活動を指す（戸松1993; 戸
波1993）。以上を踏まえれば、民主主義と法の支
配は議会を中核として制度運用が実現されている
と解することができよう。そうであるならば議会
の制定する法律は民主主義国家に暮らす市民に
とっては最重要な懸案事項となるはずであり、か
かる法律についての情報は容易に取得できる必要
があるだろう。またそうした法令に関する情報は
海外の貿易相手国の企業や研究者にとってもビジ
ネスや研究を行う上で極めて重要であるはずであ
る。
　以上の論点を踏まえ、以下では主にアジアアフ
リカの発展途上国を対象として法令情報の取得の
容易さを「アクセス指標」（Internet Accessiblity: 
IA）として変数化し、アクセスの容易さを規定
する要因を計量分析によって探ることとしたい。
操作化
　ここでアクセス指標を三段階の順序変数として
操作化することとする。まず政府のホームページ
に法令情報が全て網羅されている状態を2、政府
のホームページには無いがNGOやグローバルな
法令情報サイト（World LII、GLIN）等に法令情
報が掲載されている状態を1、それ以外で当地の
法典を入手する以外に法令情報にアクセス出来な
い状態を0とする。2014年現在でアジアアフリカ
における民主主義諸国を調査した結果、インター
ネットを通じて法令情報にアクセスできる国（つ
まり IA ≧ 1 のケース）は補遺 2 に挙げた諸国と
なった。
２．計量分析
　以下では上述のアクセス指標を従属変数とした
順序プロビット分析を実行する。独立変数として
考慮に入れるべき要因は社会経済的要因、人口地
理的要因、政治体制である。独立変数として用い
る変数とデータの出典および分析対象国は補遺1
に挙げている。独立変数として用いる各指標は世
界銀行などの既存のデータセットのデータを用い
ているが、政治体制として用いるDemocracy Stock
とAutocracy Stockは筆者が独自に作成したもの
である。これらはそれぞれ1975年から2012年ま
での Polity および Freedom House のスコアの総
計である。従って、民主主義のレベルの高い時期
が長いほど Democracy Stock の値は高くなり、
権威主義・独裁の時期が長いほどAutocracy Stock
の値は高くなる 1。以上を踏まえた順序プロビッ
ト分析の結果は以下の表1のようになった2。
　次にそれぞれの独立変数の一単位の変化がアク
セスの確率に与える限界効果を推計した。結果は
以下の表2のようになった。それぞれの変数がア
クセスのレベルを高める限界効果はアフリカと島
嶼国が最も強く、 それぞれアクセスの確率を
23.7%、11.8% 変動させることが分かる。また政
治体制と国土面積の限界効果は無視できるほど小
さいことが分かる3。
　次に他の変数の値を一定にした上でそれぞれの
変数がアクセスレベルに及ぼす限界効果の平均を
デルタメソッドによって推計した。結果は以下の
表 3 のようになった。アフリカ諸国、英米法諸
国、島嶼国が強い効果を及ぼし、政治体制と国土
規模は無視できるほど小さな効果しか及ぼさない
ことが分かる 4。特にアフリカであることは42%、
英米法であることは 17%、島嶼国であることは
34%の変動を与えることが分かる。
　次に独立変数の値の違いがどのように限界効果
に変化を与えるかを視覚的に捉えるためにシミュ
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表1
係数 標準誤差 z値 p値
アフリカダミー -2.22 1.00 -2.21 0.03
島嶼国ダミー 1.80 0.96 1.87 0.06
英米法ダミー 0.92 0.61 1.51 0.13
政治体制 0.02 0.01 1.80 0.07
所　　得 0.00 0.00 0.13 0.90
援　　助 0.00 0.00 -0.58 0.56
投　　資 0.00 0.00 0.65 0.52
国土面積 0.00 0.00 1.73 0.08
人　　口 0.00 0.00 0.42 0.67
定  数  項 -2.38 1.50 -1.58 0.11
対数尤度 -14.6
擬似R二乗 0.44
観  察  数 42
表2
係数 標準誤差 z値 p値
アフリカダミー -0.24 0.30 -2.21 0.03
島嶼国ダミー 0.12 0.19 1.87 0.06
英米法ダミー 0.08 0.13 1.51 0.13
政治体制 0.00 0.00 1.80 0.07
所　　得 0.00 0.00 0.13 0.90
援　　助 0.00 0.00 -0.58 0.56
投　　資 0.00 0.00 0.65 0.52
国土面積 0.00 0.00 1.73 0.08
人　　口 0.00 0.00 0.42 0.67
対数尤度 -14.6
擬似R二乗 0.44
観  察  数 42
表3
微分係数 標準誤差 z値 p値
アフリカダミー -0.43 0.14 -3.06 0.00
島嶼国ダミー 0.35 0.15 2.24 0.03
英米法ダミー 0.18 0.10 1.70 0.09
政治体制 0.00 0.00 2.16 0.03
所　　得 0.00 0.00 0.13 0.90
援　　助 0.00 0.00 -0.59 0.55
投　　資 0.00 0.00 0.66 0.51
国土面積 0.00 0.00 2.00 0.05
人　　口 0.00 0.00 0.42 0.67
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レーションを行った。横軸を所得水準として、英
米法と島嶼国でアフリカであることにどのような
限界効果の違いをもたらすかを縦軸で表した図が
以下の図1と図2である。図1からは所得水準が
高くなるに従って英米法のアフリカ諸国では法令
情報へのアクセスが容易になることが分かる。ま
た図2からはアフリカの島嶼国では所得水準に関
係なく法令情報にアクセスしやすいことが分かる。
３．結論
　本稿では2014年現在のアジアアフリカの民主
主義諸国における法令情報へのインターネットア
クセスの現状を調査し、さらに法令情報へのアク
セスの容易さの程度を三段階に分けた順序プロ
ビット分析によって法令情報へのアクセスの規定
要因を明らかにした。分析の結果、アフリカ、法
制度、地理的要因が強い規定要因であり、政治体
制、国土面積は有意であるがその効果は無視でき
るほど小さいことが明らかとなった。また所得は
有意ではないが、アフリカ諸国に限定した場合で
は英米法の国では所得水準が高まるにつれて法令
情報にアクセスしやすくなることがシミュレー
ションの結果から明らかとなった。また援助と投
資は有意な効果を及ぼさないことが明らかとなっ
た。
　以上の結果から導かれる含意としては、各国の
情報公開への姿勢は経済的要因によっては説明で
きず、専ら地理的要因や法制度によって説明され
るということである。つまりアフリカでは情報公
開は進んでいないが、英米法諸国や島嶼国であれ
ば情報公開が進んでいる傾向があるということで
ある。
補遺
補遺１
独立変数
社会経済的要因
 ・所得：一人当たり実質GDP（米ドル）
　出典：World Development Indicators
 ・援助：受け取り援助額（米ドル）
　出典：Aiddata2.0
 ・投資：外国直接投資（米ドル）
　出典：World Development Indicators
 ・英米法ダミー
　出典：筆者
人口地理的要因
 ・人口
　出典：World Development Indicators
 ・国土面積
　出典：World Development Indicators
 ・島嶼国ダミー
　出典：筆者
 ・アフリカダミー　
　出典：筆者
政治体制
 ・FH（政治的権利と市民的自由の平均値）
　出典：Freedom House
 ・Democracy Stock（Polityスコアの総計）
　出典：Polity IV Project
 ・Autocracy Stock（FHの総計）
　出典：Freedom House
分析対象国
日本、韓国、タイ、モンゴル、フィリピン、マ
レーシア、インドネシア、トルコ、インド、ネ
パール、パキスタン、バングラディッシュ、ス
リランカ、パプアニューギニア、フィジー、サ
モア、トンガ、ツバル、パラオ、キリバス、バ
ヌアツ、ソロモン諸島、ミクロネシア、ガー
ナ、ナイジェリア、ガンビア、ギニアビサウ、
セネガル、マリ、ベナン、コモロ、セーシェ
ル、サントメプリンシペ、モーリシャス、マダ
ガスカル、カーボベルデ、モザンビーク、ケニ
ア、ザンビア、マラウイ、ボツワナ、ナミビ
ア、南アフリカ、レソト
補遺２
 ・韓国
　http://www.worldlii.org/int/other/GLIN/kr/
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 ・マレーシア
Law of Malaysia (LOM) http://www.agc.gov.my/
index.php?option=com_content&view=article&id=1
406&Itemid=259&lang=en
1914年～2006年
http://www.commonlii.org/my/legis/consol_act/
2011年～2013年
http://www.lawnet.com.my/lawnetpublic/Home/
tabid/36/Default.aspx
 ・インド
　http://www.liiofindia.org/in/legis/cen/num_act/
 ・スリランカ
http://www.lawnet.lk/list_cat_page.php?id=4&year=195
 ・フィリピン
http://www.lawphil.net/statutes/repacts/repacts.html
 ・タイ
http://www.lawreform.go.th/（英語版）
 ・日本
http://www.shugiin.go.jp/index.nsf/html/index_houritsu.htm
 ・バングラディッシュ
http://bdlaws.minlaw.gov.bd/chro_index_update.php
 ・パキスタン
http://www.punjablaws.gov.pk/index3.html（パンジャブ）
http://www.allpklaws.com/index.php（連邦）
 ・ネパール
http://lawcommission.gov.np/
 ・モンゴル
http://www.mongolianlaws.com/index.php
 ・インドネシア
http://www.hukumonline.com/pusatdata/view/nprt/536
 ・ナウル
http://www.paclii.org/nr/legis/num_act/
 ・ソロモン諸島
http://www.paclii.org/sb/legis/num_act/
 ・キリバス
http://www.paclii.org/ki/legis/num_act/
 ・フィジー
http://www.paclii.org/fj/legis/num_act/
 ・サモア
http://www.paclii.org/ws/legis/num_act/
 ・トンガ
http://www.paclii.org/to/legis/num_act/
 ・ツバル
http://www.paclii.org/tv/legis/num_act/
 ・バヌアツ
http://www.paclii.org/vu/legis/num_act/
 ・トルコ
http://www.uyap.gov.tr/
 ・パプアニューギニア
http://www.lawandjustice.gov.pg/
 ・モザンビーク
http://www.legis-palop.org/bd/
 ・ナミビア
http://www.parliament.gov.na/acts/acts.php?list_id=50
 ・ナイジェリア
http://www.nigeria-law.org/Legislation/LFN/
LFNMainPage.htm
 ・ボツワナ
http://www.elaws.gov.bw/default.php?UID=602
 ・南ア
http://www.saflii.org/za/legis/num_act/
 ・セーシェル
http://www.seylii.org/sc/legislation/consolidated-act
 ・ケニア
http://www.kenyalaw.org:8181/exist/kenyalex/index.xql
 ・ザンビア
http://zamlaws.zambia.co.zm/
http://www.zambialii.org/indexpage/consolidated_act/all
 ・カーボベルデ
http://www.legis-palop.org/bd/
 ・ギニアビサウ
http://www.legis-palop.org/bd/
 ・サントメプリンシペ
http://www.legis-palop.org/bd/
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［注］
 1 Polityスコアは－10～10の値をとり、民主主義のレベ
ルが高いほど10に近くなる。一般的には6以上が民主主
義と判断される（Marshall, Jaggers and Gurr 2011）。ま
たFHスコアは1～7の値をとり、民主主義のレベルが高
いほど1に近くなる。一般的には2.5以上が「自由」、3～
5が「部分的に自由」、5.5～7が「不自由」と判断される
（Freedom House）。
 2 Democracy Stock と Autocracy Stock の 間 に は 有 意
な相関関係があるため、個別に分析する必要がある。本
稿ではケースの数を増やすために Autocracy Stock を用
いた。なお Democracy Stock を用いた分析も行ったが、
有意な負の効果を及ぼすことが分かった。また Freedom 
House の 2012 年のスコアを用いた分析も行ったが、有
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意ではなかった。
 3 政治体制の限界効果は 0.146% の変動しかもたらさな
い。また国土面積は 1.43×10－5% の変動しかもたらさない。
 4 政治体制の限界効果は 0.368% の変動しかもたらさな
い。また国土面積は 3.61×10－5% の変動しかもたらさない。
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